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一 日本型鉄鋼ンステム輪 の議 と方向―
1. は じ め :こ
業界団体のもつ役割と機能を抜きにして日本鉄鋼業を論じることは,大きな
片手落ちになると思われる。日本鉄鋼業には関連する各種の業界団体があるが,
これらのネットワークという視点から鉄鋼業を分析するという試みは,小生の
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見る限りでは,これまであまりみられなかった。
業界団体とは,ある産業において,個々 の企業の利益をまとめ産業内の合意
に基づいて,個別企業と政府との間をとりもつ機構としてつくられた業界組織
である。欧米においても,Trade Associationとして古くから存在していた。
また,独占禁止法においては,業界団体は「事業者団体」と表現されており,
「事業者としての共通の利益を増進することを主たる目的とする二以上の事業
者の結合体またはその連合体」と規定されている①。日本では事業者団体が「監
督 (主務)官庁とのパイプ役となり」,「独特の権威 。権限を有している」のに
対して,米国では事業者団体は「同業者の寄せ集めにすぎず,構成事業者のそ
の決定を押しつける力をもつことは想定しにくい」とみられている(2)。
その背景には,独占禁止法の法制・運用をめ 〈｀る日米間の違いがある。米国
では,同業者間のカルテル行為が厳しく取り締まられ,事業者団体の情報交換
活動についても厳しく規制されてきた。これに対し, 日本の場合,不当な取引
制限については「水平的行為 (競争業者間における共同行為)」 に限定され,そ
の「水平的制限」に関しても,種々 の「適用除外」条項によって,主要な産業
におけるカルテル行為が適用除外とされている。事業者団体が行なう情報交換
活動についても,「本格的な審決は出されていない」とみられている(3)。
政府と業界の関係については,その中間に位置する媒介機構としてのネット
ワークが重要な役割を演じている。ピーター・J・カッツェンスタインは,官
僚と民間部門の指導者とを結びつける正式な,または非公式なネットワークを,
「政策ネットワーク」と呼んだ“
)。 とりわけ,日本の社会経済システムにおいて
は,非公式な政策ネットワークが重要な役割を担っており,「卓越した弾力性を
与えている」。業界団体は,こうしたネットワークの「中間地帯」に位置付けら
1)村上政博『独占禁止法の日米比較 [上]―政策・法制・運用の相違―』弘文堂 1991年、
36ページ。
2)同上、40ページ。
3)同上、24～39ページ。
4)Peter J.Katzenstein,''Conclusion:Dolnestic Structures and Strategies,''Interna‐
tiona1 0rganization 31.no.4(Autumn 1977):892.
5)ダニエル・I・沖本『通産省とハイテク産業一日本の競争力を生むメカニズムー』(Daniel
I.(1)kirnoto,``Between MI′I｀I and theヽ4arket: Industrial Policy for IIigh′rechnology",
Stanford University Press,1989.)渡辺敏訳 サイマル出版会 1991年、225ページ。
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れる(5)。
日本の政府と業界の緊密な関係については,「異常な緊密さ」といった表現に
もみられるほどである(6)。その中でも通産省と鉄鋼業界との関係は,その典型と
もみられ,業界団体がきわめて重要な役割を担ってきた。戦後,長期間にわたっ
て鉄鋼業界が通産官僚の最も有力な「天下り」先であることに,通産省と鉄鋼
業界の非公式かつ密接な結びつきが如実に示されている。例えば,1949年から
73年までの13人の通産事務事官のうち、5人までが大手鉄鋼メーカーに天下っ
ている(7)。 また,1974年から93年までの通産事務次官12人についても, 5人
までもが大手鉄鋼メーカーに天下っていることが,表1から読みとれる。さら
に, 日本鉄鋼連盟や鋼材倶楽部, 日本鉄鋼協会など鉄鋼の業界団体の役員の一
部は,公式的にも通産省が占めてきた。業界団体の力は,その会員社会の数や
市場占有度などの要因によって業界ごとに異なっており, 日本では業界団体の
強弱の範囲が広ぃ(8)。業界団体のなかでも,1鉄鋼関係のそれは,「協力な業界団
体」の代表格にあげられている。通産省と「日本鉄鋼連盟」との間にみられる
「相互信頼と,明朗な情報交換のできる親しい関係」は,政府と業界団体の密
接な関係のモデルとされてきた(9)。
中根千枝氏は「タテ社会」論において,行政組織などにみられる縦割り機構
のずば抜けた強さと横断機構の相対的な弱さを分析し,水平的な横断連絡と合
意形成の機構の必要性を指摘している(1°)。 ダニエル・沖本は,政府と民間企業
の中間地帯に位置する業界団体などを,水平的な機構とみている(H)。しかし,
ここで留意すべきは,こうした業界団体が, 日本の場合,その産業において影
6)同上、225ページ。
7)challners JOhnson, ''The Reemployment of Retired Governinent Bureaucrats in
Japanese Big Business,''Asian Survey 14(November 1975):953-65.
8)「成熟した基幹産業のように、少数のひと握りの生産会社、巨大な設備投資、余地の少な
い製品の多角化と技術的発展、通産省への大きな依存度といった条件を抱えた業界は、強
力な業界団体をもつ傾向がある。その反面、会社数も多く、技術変革の可能性も強く、製
品多角化の余裕も広くてあまり通産省に依存しない成長の早い産業は、比較的結集力の弱
い団体を持っていることが多い。」(同上、244ページ)
9)ダニエル・I・沖本 前掲書、246ページ。
10)中根千枝『タテ社会の人間関係」講談社 1967年。
11)ダニエル・I・沖本 前掲書、249～251ページ。
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響力をもつ大企業のイニシアティブでつくられ,その成立や発展にあたっては
政府が非公式にさまざまな支援をしていることである。いわば,そうした「タ
テ」の関係や官の権威がそこに浸透しており,そのことが水平的機構の円滑な
機能を可能ならしめているということである。
業界団体の機能について,米倉誠一郎氏は「情報の流れ」という視点から,
①圧力団体機能 (上方向の流れ),②政府の受皿・遂行機能 (下方向の流れ),
③カルテル機能 (水平の流れ),④情報創造機能 (双方向の流れ),の4点にま
とめている。米倉氏は, とくにプラスの側面にアクセントをおき,④情報創造
機能に注目する(12)。しかし,④の機能については,「ダイナミックな情報創造」
とは何かが必ずしも明らかではない。また,この機能は, まったく新しいもの
12)米倉誠一郎「業界団体の機能」岡崎哲二・奥野正寛編『現代日本経済システムの源流」
日本経済新聞社 1993年、185～189ページ。
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ではなく,上記①～③の融合によって生み出されるものであり,ケー スによっ
てそれぞれの性格を内包していることを見落としてはなるまい。
むしろ, 日本鉄鋼業の場合,③カルテル機能が,①圧力団体機能や②政府の
受皿・遂行機能を媒介にすることによって,補強されている点が注目される。
しかも,①圧力団体機能は,上方向の流れ,すなわち政府に対する関係だけで
なく,納入業者ゃューザー企業との垂直的取引関係においても有形無形の機能
を発揮してきたし,海外の鉄鋼原料購入などにも重要な役割を果たしてきた。
大手鉄鋼メーカーは,鉄鋼業の主要分野にまたがる体系的な水平的連携をつ
くりあげ, さらには納入業者やユーザー業界にまたがる垂直的連携,互恵取引
などをシステム化している。筆者は,これを「日本型鉄鋼カルテル」として捉
ぇてきた(13)。
小論においては,これを鉄鋼関係の各種業界団体のネットワークという視点
から深めることによって, 日本型鉄鋼カルテルを日本型鉄鋼システムの一環と
して把握し, さらに,その今日的課題を明らかにするものである。
2.日本型鉄鋼システムとは何か
(1)日本鉄鋼業に特有なネットワーク
日本の鉄鋼業や大手高炉メーカーについて語る場合,「日本鉄鋼業は…」とい
う枕詞でもって切りだすことが少なくない。「日本鉄鋼業は…」という形で論じ
ても,新日鉄やNKKなど大手高炉メーカーを頂点とする日本鉄鋼業の全体像
と鉄鋼メーカーの体質をほぼ論じることが出来るからである。
日本鉄鋼業の特質として,ハー ド,ソフトとも同質性が顕著にみられる点が
あげられる(14)。海外原料を共同で開発輸入するという購買体制は,高炉メーカー
各社が同じような品質と価格の原料を使用するという原料面での同質性をもた
らした。
13)十名直喜「米国鉄鋼業における発展・衰退・再生の構造と力学一日米鉄鋼カルテル比較
の視点をふまえて一」F名古屋学院大学論集 (社会科学編)』Vol.29 No.1 1992年7月、
および、同「第二次大戦後における日本鉄鋼業の技術開発体制一日本型鉄鋼技術カルテル
と技術水準の評価―」『産業学会年報 第4号』1989年。
76 名古屋学院大学研究年報
欧米の革新技術を共同の窓口を通して導入するという戦後の体制は, より早
い技術導入と円滑な操業化,およびその改良 。応用をめぐる同質的な競争を引
き起こした。しかも,技術の改良や応用などにあたっては,業界ぐるみの共同
研究や情報交流を進めるゆえに,技術の類似性や共通性を一層強める方向に作
用する。「日本の鉄鋼業の斎一性」は,技術・ノウハウの工場間,企業間移転を
促したのである(15)。
こうした原料と技術の同質性や同質指向は,それでもって製造する製品の種類
や品質の同質性をもたらした。その結果,より大規模な,より新税の設備を,より
早く設置し,よりよい品質の製品をより安 くつくることによってシェアを拡大す
るという同質的な競争を激しくした。それはまた,他面では,破壊的な価格引き下
げ競争を引き起こしかねない。それゆえに,大手鉄鋼メーカーにとって安定した
市場支配と利潤の確保のためには,破壊的な競争をセープするシステムが必要
になる。相互に情報交換し,調査を行ない,調整や協調を促す機能を担う機関
として業界団体を整備拡充し,競争分野を限定させようとする指向を強める。
そこには,鉄鋼メーカー, とりわけ大手高炉メーカーの同質的な企業構造と
行動パターンが如実に示されている。電炉メーカーについても,東京製鉄など
の挑戦に直面しながらも,電炉メーカーの過半部分は高炉メーカーの系列化に
組み込まれるにいたっている。
原料に関しては,同じ海外山元から同種の鉄鉱石や石炭を共同購入し, また
技術についても,革新技術を欧米から一斉に導入して,その改良や応用にあたっ
14)日本鉄鋼業の同質的構造については、次のような指摘がみられる。
「すべての大手鉄鋼メー カーは原料を商社に仰ぎ、その鋼材のほとんどを商社を通して販
売していた。こうしたことにより、日本の鉄鋼業は斎一性の程度が高い。」(レオナード・
H・リン『イノベ~ンヨンの本質―鉄鋼技術導入プロセスの日米比較―」(Leonard H.Lynn,
“How Japan lnnovates:A ComparisOn with the U.S.in the Case of Oxygen Steelma‐
king",Westview pres,1982)遠田雄志訳 東洋経済新報社 1986年、147ベージ)
「鉄鋼巨大企業は、細部では異動はあるものの、共通に高炉―転炉―ホットストリップ体
系を基礎に、広幅帯鋼を基軸とする多品種 。大量生産体制を構築し、似通った品質構成を
もち、ほとんど共通のユーザーに共通の方法で販売している。しかも原料は共同購入によっ
ており、共同購入に参加するかぎリー 致した価格で購入している。」(岡本博公『現代鉄鋼
企業の類型分析』ミネルヴァ書房 1984年、180～181ページ)
15)レオナード・H・リン 前掲書 147ページ。
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ては高炉各社の垣根をこえた技術交流や共同研究でもって対処 してきた。さら
に現場の作業労働においても,JK(自主管理)活動やIE活動を業界ぐるみで展
開し,活発な相互交流と研鑽を図ってきたのである。製品の販売についても,
鉄鋼メーカーおよび商社を巻き込んで情報交換や販売調整,市場調査や市場開
発までも進めてきたのである。
このように原料から技術,労働,販売などほとんどの主要分野にまたがる業
界 (それも大手高炉メーカー主導の)協調と共同の行動は,他国の鉄鋼業界だ
けでなく国内の他の産業にも例をみないものである。しかも,それらの中には,
政府 (通産省)をはじめ商社や納入業者,ユー ザー産業,大学や研究機関など
も組み込まれており,それらにまたがる有機的なネットワークを作 り上げ,そ
れがさまざまな負の側面を内包しながらも戦後のキャッチアップ・システムと
してダイナミックな発展を促 してきた。
小論では,それを日本型鉄鋼システムの中に位置づける。すなわち,図1に
示すように,社会的なバックアップシステムとして「日本型鉄鋼カルテル」を
位置付けるとともに,(連続的な環境変化に対して)フレキシブルな企業内シス
テムを支え,それと有機的に結合する全体的なネットワーク,枠組として日本
型鉄鋼システムをとらえる。
この日本型鉄鋼システムを生み出した内外の条件としては,次の点があげら
れる。
一つは,戦後日本の鉄鋼業には,入手すべき先進技術 とキャッチアップロ標
となりうる欧米先進企業が存在し, しかも戦後における対 日占領政策の転換に
よってアメリカの政府や鉄鋼企業による手厚い援助が可能となったことがあげ
られる。とりわけ,戦後の鉄鋼業には酸素吹き転炉法, コンピュータ制御,連
続鋳造法など技術革新の新 しい波が訪れたが, 日本鉄鋼業の復興 。発展の時期
がその波と重なるという好条件に遭遇したことである。むしろ,そうした新し
い技術を他の先進国企業に先駆けて導入し,さらに改良・応用をほどこして大
量生産の軌道にのせることによって,その工業化を早めるという新しい役割を
担ったことが注目される。
二つは,戦後における国際的な資源環境の変化によって,安価で高品質な海
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図1 日本型鉄鋼システムの構造と機能
先進外国企業の存在 日米安全保障体制 海外製鉄資源の開発
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。大型専用船・兼用船による原燃料輸入
。製品の効率的出荷
・コンピュータによるダイナミック制御と一貫統合管理
・海外情報をモニターするマルチ・チャネル・システム
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・組織への過剰同調性と官僚主義
・「能力」評価の主観性・非公開性
・労働組合の自立性の弱さ (企業依存化)
。前近代的な格差構造
・周辺労働力・技能の衰退化
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―一――――一――― 社会的なバックアップ・システム
政策的支援
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・政府との仲介、業界の協調 。とりまとめ機関としての業界団体
(日本鉄鋼連盟、鋼材倶楽部、日本鉄鋼協会など)
。主要分野を網羅する協調体制
。海外製鉄原料の長期契約・共同購入方式
・共同研究開発・技術交流・技能交流
・各種調整システム
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・労使交渉
商社との多角的互恵取引
・海外製鉄原料の開発・購入
。製品の国内販売・輸出
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・共同開発
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鉄鋼業界内の水平的ネットワーク
関連産業・企業との垂直的ネットワーク
過剰な設備能力、採算割れの過剰品質志向
・ インフォーマル・カルテルの体質化
。新規参入障壁
・企業の自立性の弱さ (国家への依存)
。独創性、開拓者精神の弱化
。同質化競争の弊害
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外製鉄原料を開発・購入できる方途が切 り開かれたことである。
二つは, 日本経済の重化学工業化や輸出振興を進めるうえで,鉄鋼業は戦略
産業として政府から手厚い支援がえられ,それらに基づいて官民一体で欧米鉄
鋼業に追い付き追い越すのに好都合な日本型キャッチアップ °ンステムを構築
することが可能になったことである。
四つは,戦前の国家主導型カルテルや戦時国家統制の伝統と経験, ノウハウ
が組織や人脈などを通して戦後に継承されたことである(16)。さらに,国家統制
型機能を担う中核的な企業の存在があるが,官営八幡製鉄所は日本製鉄へ,そ
して鉄鋼統制会へと引き継がれていった。それらの人脈や経験は,表2,表3
にみるように,戦後直後の公職追放を経ながらも戦後の鉄鋼メーカーの経営者
や業界団体の指導者として再生され継承されていく(17)。
表2 鉄鋼統制会、日本鉄鋼連盟の人脈にみる (戦中～戦後)連続性
1942年
統制会長 理 事 長 総 務 部 生 産 部
部  長 次  長 課  長 部  長 次  長
豊田貞次郎 渡辺義介 渡辺義介 藤井丙午 手島雄二 酒井喜四 稲山嘉寛他2名
1949年
鉄鋼連盟会長 専務理事 常務理事 大阪事務局長 総 務 部
部  長 次  長
渡辺義介 岡村 武 水津利輔 手島雄二 岡村 武 佐藤 博
1942年
整 備 部 勤 ・)r部 調 査 部 技 術 部
部  長 次  長 部  長 次  長 部   長 次  長 部  長 次  長
永野重雄 船津隆次郎他2名 挑本長治 誌木利喜男 水津利輔 仙石 大 片村竹市 里村仲二
1949年
調 査 局 労 働 局
局  長 次  長 局  長 次  長
高久恭太郎 フト,辛不11車甫 土屋 勤
備考 :鉄鋼統制会。鉄鋼連盟ともに事務局の主要ポストであり会員企業の役員から構成され
る理事・幹事は含んでいない。
資料 :重要産業協議会「統制会必携」および日本鉄鋼連盟「戦後鉄鋼史」より作成。
出所 :岡崎哲二・奥野正寛編『現代日本経済システムの源流』日本経済新聞社 1993年、
198～199ページ。
16)米倉誠一郎氏は、「鉄鋼統制会」の下における1942年前後の経済の計画化の挫折から、
「よ|)現実的な計画化と利潤の動機の共存」に基づ く「統制しない重要性」を学習し、そ
のノウハウが戦後に継承されたという。(米倉誠一郎 前掲論文)
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表3 鉄鋼関連の業界団体の トップ人脈
81
業界団体
(トップ職)
時   期 名   前
日
本
鉄
鋼 父
=古
 7=
月二 巨
盟 じ
1948年11月～1952年4月
1952年5月～ 56年1月
1956年2月～
1963年4月～
1965年4月～
63年4月
65年4月
79年4月
1979年4月～
1984年4月～
84年4月
87年現在
三鬼  隆十 日本製鉄 。社長
準1952年4月9日に航空機事故により急逝し、 lヶ月
後、石原米太郎 (特殊製鋼・社長)が会長代行。
渡辺 義介精 八幡製鉄・社長
ネ*1956年1月611に逝去のため、lヶ月余、石原米大
郎 (同上)が会長代行。
小島 新―  八幡製鉄・社長
永野 重雄  富士製鉄・社長
稲山 嘉寛  八幡製鉄 。社長
新日本製鉄・社長～会長
斎藤英四郎  新日本製鉄・社長～会長
武田  豊  同上
鋼
慣彗
覇5
1947年12月～ 79年5月
1979年5月～ 82年現在
(就任時)日本製鉄・営業部長
八幡製鉄・常務～社長
新日本製鉄 。社長～会長
新日本製鉄・社長
稲山 嘉寛
斎藤英四郎
ll
本
鉄
靭鐘
出 :事
組 与
合 C
1953年4月～
1979年5月～
79年5月
84年現在
八幡製鉄・常務～社長
新日本製鉄・社長～会長
新日本製鉄 。社長～会長
稲山 嘉寛
斎藤英四郎
(注)li本鉄鋼連盟編『戦後鉄鋼史』(1958年)、 F鉄鋼十年史―昭和33～42年一』(1969年)、
『鉄鋼+年史―昭和43～52年一』(1981年)、『鉄鋼十年史一昭和53～62年一』(1988
年)、鋼材倶楽部編『鋼材倶楽部二十五年史』(1972年)、『鋼材倶楽部三十二年史』(1982
年)、 F!本鉄鋼輸出組合編『日本鉄鋼輸出組合二十年史』(1974年)、『日本鉄鋼輸出組
合三十年史』(1984年)、 に基づき作成した。
17)「日本鉄鋼連盟」の会長は、表 1にみるように一貫して日本製鉄、八幡製鉄および富士製
鉄、さらには再合併後の新日本製鉄社長が兼任し、理事も会員企業の社長・重役が兼任し
てきている。また、「鋼材倶楽部」と「日本鉄鋼輸出組合」の理事長もほぼ同じ人脈により
担われてきた。とりわけ、「ミスタ ・ーカルテル」の異名をとった稲山嘉寛氏は、鉄鋼連盟
の会長職に14年間在位し、鋼材倶楽部、鉄鋼輸出組合の理事長職には、それぞれ創設以来、
32年間、26年間在位した。
それらの職は戦中に統制経済を実行したきわめて連続的な人々で構成された。たとえば、
表2にみるように、「鉄鋼統制会」の理事長の渡辺義介は鉄鋼連盟会長に横滑りし、統制会
の理事兼調査部長として統制の実務を担当していた水津利輔は鉄鋼連盟の常務理事・労働
局長に就任したことなどにうかがわれる。(米倉誠一郎 前掲論文 199～200ページ)
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こうした内外環境のもとで, 日本鉄鋼業は欧米鉄鋼業に追い付き追い越すの
に好都合な日本独特のキャッチアップ 。システムとしての日本型鉄鋼システム
を作 り出した。
(2)業界団体の機能と日本型鉄鋼システム
この日本型鉄鋼ンステムにおいては,主要な業界団体がネットワークのセン
ターとしての役割を呆たしてきた。鉄鋼業における主要な業界団体としては,
「日本鉄鋼連盟」,「鋼材倶楽部」,「日本鉄鋼協会」,「日本鉄鋼輸出組合」の4
つがあり(18),さらに「海外製鉄原料委員会」,「日本産業協議プロジェクト協議
会」などもそれに準ずるものとしてあげることが出来る。「日本産業プロジェク
ト協議会」は業界団体としての枠組みを超えて経済団体としての性格を強める
に至っている。これらは,図2にみるように鉄鋼関係の主要な分野に関わって
いる。
このうち,生産と労働関係を統括する「日本鉄鋼連盟」は,原料や技術,販
売関係などにも関与しており, さらに政府と業界との関係の窓口となるなど,
鉄鋼業界における総合的なネットワークのかなめに位置し,いわば日本型鉄鋼
カルテルのコアであり指令塔にあたるものといえる。
「鋼材倶楽部」は,鋼材の販売に関する業界のネットワークをなす機関であ
る。鉄鋼メーカーと商社,間屋で構成される鋼材倶楽部は,市場調査や販売に
関する情報の整備をはじめ,公開販売制度の施行にあたっては政府の委託機関
としても機能し,需給や販売面での調整・協調を実質的な眼日とするなど,大
手高炉メーカーと総合商社を軸とする強固な連携と調整のネットワー クを作 り
_上げている。
この「鋼材倶楽部」を母胎として1953年に「日本鉄鋼輸出組合」が生まれ,
輸出令に基づ く政府の委託機能を担いながら鉄鋼メーカーと商社を含む輸出の
調整,調査などの機能を果たしている。さらに,1978年には鋼材倶楽部を中心
にして鉄鋼業界と商社,建設業界などで「日本産業プロジェクト協議会」がつ
18)座談会での鋼材倶楽部。理事 (当時)高野広氏の指摘にみられる。(鋼材倶楽部編『鋼材
倶楽部三十五年史』鋼材倶楽部 1982年、 5ページ)
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図2 1鉄鋼関係の業界団体とその機能分野
くられ,大型プロジェクトによる市場開拓,需要創出を推進しているが,21の
業界団体 (この中に日本鉄鋼連盟,鋼材倶楽部が含まれている)を擁する経済
団体 としての性格をもつにいたっている。
次に,「日本鉄鋼協会」は技術交流や共同研究を推進する鉄鋼技術のネットワー
ク・センターとして機能しており,鉄鋼メーカーだけでなく大学や研究所,関
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連業界の研究者,技術者をも含む学会的機能をも持った技術に関する業界団体
である。その運営には政府 (通産省)や「日本鉄鋼連盟」も関わっている(19)。
また,業界団体 とまではいかないものの,海外鉄鋼資源の調査,開発や共同
購入の窓目的機関として「海外製鉄原料委員会」があり,鉄鉱石や原料炭の共
同購入を進めるうえで重要な役割を果たしてきた。
以下においては, これら業界団体の機能や特色を整理することによって, 日
本型鉄鋼ンステムの基本的特質と全体像にアプローチしていく。
そして, これまで欧米鉄鋼業へのキャッチアップシステムとしてダイナ ミッ
クな機能を発揮してきたンステムが,フォア・ランナーとなり, さらに産業構
造の変化や円高の高進のもとで輸入鋼材や電炉メーカーの追撃のなかにあって,
これまでのネットワーク機能が発揮しにくくなっており,新しいパラダイムに
基づ くシステムヘの再編成を求められていることを明らかにする。
3.鉄鋼の主要業界団体にみる機能と特質
(1)日本鉄鋼連盟
① 日本鉄鋼連盟設立の経緯と趣旨
鉄鋼業界の最も代表的かつ総括的な業界団体であり, 日本型鉄鋼システムに
おいて要をなす機関として,「日本鉄鋼連盟」があげられる。
当連盟は,図3・4にみるように戦時の国家統制機関であった「鉄鋼統制会」
の流れを汲んでいる。1941年に成立した鉄鋼統制会は,「重要産業団体令」の発
令に基づ く戦時日本の国家統制システムにおいて,先駆的な役割を担わされた。
この「鉄鋼統制会」が,戦後,占領軍の指令によって1946年2月に解散となっ
た後,約2年を経て,新たに純民間団体として「日本鉄鋼連盟」が設立される。
19)日本鉄鋼連盟と日本鉄鋼協会の関連、比較について、レオナード・H・リンは次のよう
に述べている。
「専門の技術会議のほどんどは日本鉄鋼協会の主催で行なわれるが、統計資料は日本鉄鋼
連盟で作成される。なお、政府や国に対して業界を代表するのは鉄鋼連盟である。業況や
技術についての主要な刊行物は、この二つの機関がほとんど出版している。」(レオナー ド
・H・リン 前掲書 112ページ)
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図4 日本鉄鋼連盟の変遷
16.11.20
20.12.1 21 5.2
22 5.30
22.12.1
23 11.1
46.6.1
出所 :『鉄鋼十年史― 昭和53～62年一 』日本剛 連盟 1988年 533ページ
その創立に至る2年間は,連合軍の占領下にあって,経済復興を図るうえから
鉄鋼と石炭を最重点とする傾斜生産方式がとられ,国家による物資の配給制が
行なわれていた頃である。占領軍の政策とからんで,鉄鋼団体もめまぐるしい
変転を余儀なくされた(20)。
1945年12月に,鉄鋼業界は「鉄鋼業の再建復興を急ぐ協議機関」として,「日
本鉄鋼協議会」を設立し,1946年2月に連合軍最高司令部の承認を経て,「鉄鋼
統制会」の解散と同時に業務を開始した。「日本鉄鋼協議会」は,「鉄鋼の安定
および原材料の安定を計り,かつ鉄鋼に関する諸般の資料および情報を頒布し,
斯業の発達を期するを目的とす」(規約第1条)とされ,「製鉄業者ならびに製
鉄事業に関連する業者および団体をもって組織」された (規約第4条)(21)。
20)日本鉄鋼連盟編『鉄鋼十年史―昭和58年～67年一』日本鉄鋼連盟 1969年、867ページ。
21)鋼材倶楽部編『鋼材倶楽部二十五年史』鋼材倶楽部 1972年、29ペー ジ。
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敗戦直後の混乱期には,基礎資材である鉄鋼を政府としても再統制する必要
がうまれ,商工省の「鉄鋼需給調整実施要項」(1946年2月)に基づき,再統制
されることになる。これは,戦時中の統制と大差なく,商工省より内示される
年度内配当計画に基づいて,協議会は需要部門別の配当計画を立て,商工省の
承認を受けて,需要家に割当られ, さらに鉄鋼メーカー別に生産割当するとい
うものであった。
しかし,鉄鋼需給は著しくアンバランスになっていたため,この方式では対
応できなくなり,1946年10月には「臨時物資需給調整法」が公布されて鉄鋼は
政府の手による配給統制に移行する。鉄鋼統制が官庁の手に移されるに伴い,
「日本鉄鋼協議会」は1947年5月に解散となる。
解散された「日本鉄鋼協議会」の機能のうち,「価格設定に関する業務」は1947
年6月に設立された「価格調整公団」に移される。そして,統制業務以外の機
能については,メーカー間の自主的な協議機関として1947年5月に設立された
「日本鉄鋼連合会」に引き継がれた。同連合会は,その後1947年12月には「日
本鉄鋼会」に改組された(22)。
他方,1946年5月には「経営権の確立と経営者間の結束を目指して」「日本鉄
鋼業経営者連盟」が設立される。
「日本鉄鋼会」は,1948年11月に「日本鉄鋼業経営者連盟」と合体して「日
本鉄鋼連盟」と改め, ここに「鉄鋼業の生産と労働問題の総合的な調査研究団
体として新発足した」のである(23)。「日本鉄鋼業経営者連盟」との合体にも示さ
れているように,「:I本鉄鋼連盟」は明らかに「経営側にたった団体」であり,
「生産と労働問題」にまたがる総合的で統括的な業界団体としてスター トした。
「日本鉄鋼連盟」は任意団体として発足したが,1971年には社団法人となる。
定款には「日本鉄鋼連盟」の事業として,「会貝相互の親睦及び啓発」,「鉄鋼
業の生産及び労働問題」についての「調査研究及び統計の作成」ならびに「資
料及び情報の募集,頒布」,「鉄鋼業に関する技術の向上及び交流,作業能率の
22)同上、26～30ペー ジ。
23)日本鉄鋼連盟編『戦後鉄鋼史』日本鉄鋼連盟 1958年、[付]43ページ。
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増進などの研究」があげられている(24)。「生産及び労働問題」に関する総合的な
調査研究,対応などに焦点があてられ,技術や作業能率などにも至る総合的な
センターとして, また業界の窓口機関として位置付けられているのである。
「日本鉄鋼連盟」の発足に伴い, まず最初に「労働専門委員会委員」が選出
されている(25)ことなどにも,労働問題への対応を最重要視していることがうか
がえる。1940年代末から50年代初めの頃は,多くの鉄鋼会社においてはいわば
「無協約状態」にあった。こうした状況下でスタートした鉄鋼連盟は,経営権,
人事権を経営側に取 り戻すために,「協約委員会」を設置し,協約の研究と新協
約の締結を促す活動を進めた(26)。
② 日本鉄鋼連盟の機能の拡充。再編プロセス
【戦後復興期】
「日本鉄鋼連盟」の業務内容と機能は,時代のニーズとその変遷に対応して
整備され総合化されてきた(27)。
戦後復興期における鉄鋼連盟の機能は,原料・資材不足の除路打開が中心で
あったが,第1次合理化計画 (1951～55年)の実施に対応して,政策立案,合
理化資金の確保,製鉄技術の向上等に向けられていく。また, これらを推進す
るために必要な各種統計の整備,情報収集にも精力が注がれた。
1952年には,時代に即応するため,鉄鋼連盟の運営機構の刷新が行なわれた。
すなわち,「運営委員会」(主要会員会社の社長会)が設けられるとともに,そ
の下に銑鉄,普通鋼,特殊鋼,労働の各部会および各分野の委員会がおかれ,
今日に至る委員会組織の基本的な体制 (図5, 6)が出来上がった。今日にお
いては図5にみられるように26の委員会がおかれ,原料,エネルギー,技術,
財務,統計,情報・通信, さらには立地環境, 自主管理,IE,海外協力,海外
24)同上、[付]64ページ。
25)同上、[付]50ページ。
26)同上、976～978ページ。
27)日本鉄鋼連盟の役割と機能の経緯については、『戦後鉄鋼史』(昭和23～32年を対象)以
降、鉄鋼連盟自身の手で、10年ごとにまとめられ刊行されてきた『鉄鋼十年史』(昭和33
～42年、昭和43～52年、昭和 53～62年)に詳しく紹介されている。
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図5 ω日本鉄鋼連盟の委員会などの組織図 (昭和62年12月現在)
(昭和62年12月現在)
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出所 :『鉄鋼 卜年史一 昭和53～62年』
日本鉄鋼連盟 1988年 537ページ
市場調査など,鉄鋼業にかかわる主要分野やテーマを網羅している。また, 4
つの部会にもそれぞれ分科会や委員会をもっており, とくに労働部会は労政・
雇用などジャンル別の6委員会と労働問題懇話会,木曜会など3つの会から構
成され,労働問題に関わる主要分野にまたがっている。
【高度成長期】
第2次合理化期 (1956～0年)に入り,臨海立地の新鋭一貫製鉄所の建設が
着手されるに伴い,輸入原料の確保策とともに,それに対応した港湾整備委員
会が設置され (1957年),1953年の運営委員会で鉱石専用船の建造方針が決定
され,1958年に初めての専用船が竣工する。
高度成長期における鉄鋼連盟の機能として注目されるのは,長期需要見通し
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図6 日本鉄鋼連盟の事務局組織図
(昭和62年12月1日現在)
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出所 :『鉄鋼十年史―昭和53年～62年一』日本鉄鋼連盟 1988年 539ページ
作業と設備自主調整の問題である。1959年の運営委員会で長期鉄鋼需要予測の
策定が決まり,「需要調査委員会」が設置されて,鉄鋼連盟と「鋼材倶楽部」の
共同作業が実施された。以後,長期・短期を含む鉄鋼需要の見通しは鉄鋼連盟
の主要業務の一つとなり,業界の進路を示唆する重要な指針となる。
1952年,鉄鋼連盟内に設立された「鉄鋼統計委員会」(28)は,1962に鉄鋼統計
を国際的に整備強化すべく改造し,その後,「鋼材倶楽部との共同の形で運営さ
れている。また,1960年に「海外市場調査委員会」が鉄鋼連盟内に設立された
際には,「鋼材倶楽部」(のち「日本鉄鋼輸出組合」)もこれに参画し,同委員会
28)鋼材倶楽部編 前掲書 (『鋼材倶楽部二十五年史』)13ページ。
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は両者の共同運営の形となっている(29)。このように,鉄鋼連盟は,内外の各種
統計・データなどにおいても「鋼材倶楽部」や「日本鉄鋼輸出組合」と密接な
ネットワークを構築しており,通産省も統計資料を通常,鉄鋼連盟に頼ってい
る(30)。
一方,鉄鋼各社の長期設備計画については,「過剰投資」が問題とされ,設備
投資の合理的な推進を図るために業界で自主調整を行なうこととなった。1959
年に8社の常務級による有志懇談会が設置され,以後の業界における協調体制
にも大きな役割を呆たすものとなる。1965年に大手6社社長による設備投資調
整研究会が組織され,1966年からは普通鋼部会銑鉄鋼材一貫分科会で調整され
たものがさらに産業構造審議会・鉄鋼部会にかけられ審議されることとなる。
第3次合理化の時期になって「国際化の時代」に入るに伴い,鉄鋼連盟の業
務内容にも国際的な視点が求められることになる。「貿易自由化対策委員会」(1960
年),「鉄鋼市場調査委員会」(60年),「OECD委員会」(64年)等が設置されて
いく。
1960年代後半になって公害問題力増栞刻化し各種公害規制法が実施に移される
なかで,1967年に「立地公害委員会」(1986年に「立地環境委員会」に名称変
更),1973年には「鉄鋼業NOX防除技術開発本部」が設置され,積極的な公害
防止対策が進められた。この頃,公害対策やエネルギー対策ともからんで,「原
子力製鉄」が脚光を浴び,1973年に政府の支援を得て「原子力製鉄研究組合」
が設置された。
さらに,省力化や現場活性化のためのIE活動やJK活動の推進などについて
も,鉄鋼連盟に各委員会が設置され重要な役割を担っていく。鉄鋼業における
IE活動(31)の最大の特徴は,1959年に鉄鋼連盟に発足した「IE委員会」を軸に
した業界一体活動にあり,これらは他産業には類例をみないユニークな活動と
みられている。「IE委員会」の設立を契機に,各社のIE活動が大きく前進し,
29)同上、670～671ページ。
30)レオナード・H・リン 前掲書 44ページ。
31)IE(Industrial Engineering)とは、「人・物・設備の総合的システムの設計
。改善・確
立に関する活動」と定義づけられている。(日本鉄鋼連盟編『鉄鋼におけるIEの歩み―鉄
鋼業におけるIE活動30周年史―』日本鉄鋼連盟 1989年 19ページ)
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短期間のうちに普及し一般化した(32)。
一方,鉄鋼各社では1960年代前半から独自に進めてきたQCサークル活動,
ZD運動,その他の小集団活動を業界ぐるみで進めようということで,鉄鋼業界
の統一名称を「自主管理活動」("Jishu―Kanri Activities",略称 :JK活動)(33)
と決定した。1969年に鉄鋼連盟に「自主管理活動委員会」が発足し,そこを中
心にして「業界の場で推進されてきた」。定例的に行なわれる発表大会(年2回),
研修交流会(年1回),海外視察チームの派遣などによって,現場作業者相互に
よる工場 。企業の枠組みを越えての業界ぐるみの交流と情報交換などが図られ
ている(34)。
【低成長期】
1973年,79年の三度にわたる石油危機を契機に低成長期に入り鉄鋼業の伸び
も期待できなくなる。それに伴って,鉄鋼連盟の業務の特徴も,それまでの拡
大発展への対応型活動から減量経営,経営再構築型活動へ とシフ トした。すな
わち,省エネ・省資源, コスト削減対策,鉄鋼業の再構築に対応する問題,次
世代技術開発に関する共同研究,国際問題への対応などが多くなる。鉄鋼連盟
は,これら内外環境の変化から生起する業界の諸問題を解決するために,各委
員会の機構を整備,強化した。
省エネ・脱石油など基本的な政策を検討する場 として1977年に「エネルギー
対策委員会」が新設され,業界の専門家によって多面的な検討が行なわれた。
また,粗鋼生産が 1億トンを割る事態を迎えて減量経営が強化される中で,鉄
鋼連盟の「IE委員会」,「JK委員会」での研究テーマもコスト削減に関するもの
が中心となり,業界 ぐるみの活動が展開された。
低成長期における鉄鋼業の重要課題の一つとして技術開発が取 り上げられ,
32)同上、25ペー ジ。
33)自主管理活動とは、「従業員各々が、自主的に、小グループを編成し、その中からリーダー
を選び、 リー ダーを中心に平等な立場で話し合いの場をもって、職場の問題を取り上げ目
標を立て、全員参加でその達成のために努力する、継続的なグループ活動」である、と定
義づけられている。(日本鉄鋼連盟編『自主管理活動20年のあゆみ―知恵と工夫と実践―』
1989年、6ペー ジ)
34)同上、 4ページ、および『鉄鋼界」1982年6月号 11ページ、『鉄鋼界』1994年6月号
8～9ペー ジ。
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減量経営・需要構造の変化への対応策にシフ トする。すなわち, コスト削減,
ニーズヘの変化に対応した品質向上, さらには鉄鋼業の再構築を目指した次世
代型の技術開発,あるいは経営多角化のための新素材開発などのニーズが生じ,
幅広い取 り組みが行なわれている。
鉄鋼連盟においても,1984年に「鉄鋼技術政策委員会」が新設され,各種の
共同研究案件が増えて,連続式成形コークス製造技術の開発(1978～7年),新
溶融還元法の研究開発 (1988～91年)など大型の技術開発プロジェクトが実施
に移されている。
地球環境問題が世界的にクローズアップされるなかで,鉄鋼連盟では公害・
環境問題を扱う既存の「立地環境委員会」に加え,1989年に環境とエネルギー
の専門家で構成する「地球環境問題対策委員会」を新たに設置し, とくに温暖
化問題に関する鉄鋼業界の対応について検討を行なっている(35)。
なお,鉄鋼連盟の刊行物は,鉄鋼技術の情報の普及にも大きな役割をはたし
てきた。その一つに,1951年発刊の『鉄鋼界』がある。
(2)鋼材倶楽部
① 鋼材倶楽部設立の経緯と趣旨
「鋼材倶楽部」は,鉄鋼業界の販売関係についての業界協調,調整の統轄期
間として設立されたものである。当倶楽部は図3にみるように,昭和初期の「共
販組合」に始まり,「鉄鋼販売統制会社」 (「鉄鋼貝′I又」1941年12月～45年7月),
「鉄鋼統制会」(1941年4月～45年7月)を経て,戦後の「日本鉄鋼協議会」
(1946年1月～47年5月)に引き継がれた鉄鋼業界における団体組織の流れを
引き継いでいる(36)。
1927年に,「鋼材における最初の生産カルテル」である「条鋼分野協議会」が
でき棒鋼について「初めての官民の協調関係」が成立する。これを基礎に同年,
「鋼材の最初の販売カルテル」である「関東鋼材販売組合」が結成された。こ
の2つのカルテルの誕生は,鉄鋼業界における鋼材の生産及び販売の協調体制
35)レオナー ド・H・リン 前掲書 45～46ペー ジ。
36)鋼材倶楽部編 前掲書『鋼材倶楽部二十五年史』)3ページ。
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結成のうえで画期的意味をもつものであり,以後 1935年にかけて各種鋼材の共
販組合が相次いで組織された (図3)。
戦時体制への移行とともに,鉄鋼需給を本格的に調整するための生産・配給
統制は, 3つの段階を経て販売カルテルから国家機関による生産 。配給・消費
の一元的統制へと強化されていく。
1937年には図7にみられるように鋼材品種別の「共販組合」(共販)が新たに
設立され,その統轄機関として「日本鋼材販売連合会」が設けられた。1938年
になると「日本鋼材販売連合会」と「共販」が「日本鋼材連合会」に再編され,
生産統制の機能も持つにいたる。
1939年には,各品種別共販組合は解体統合され,一手買取販売の会社組織と
して,「日本鋼材販売株式会社 (日鋼販)」,「第二鋼材販売株式会社(第二鋼販)」,
「日本鋼管販売株式会社 (日管販)が設立される (図7)
1940年には「日本鋼材連合会」が改組されて「日本鉄鋼連合会」となった。
「日本鉄鋼連合会」は,商工省の承認を経て各メーカーに生産割当てを行ない,
各メーカーはその製品をすべて配給統制機関である上記の3つの会社 (及び日
満鉄鋼)に販売し,そこから販売業者を通じて最終ユーザーに販売することに
なった。
時局の緊迫化に伴い,業態別に統制会が設立されることになり,他業種に先
駆けて1941年(4月)に「日本鉄鋼連合会」を発展的に解消させて「鉄鋼統制
会」が設立され,全鉄鋼分野を統制下におく組織となる。さらに,「重要産業団
体令」(1941年9月)の施行に伴い,「鉄鋼統制会」は同令の指定を受けて法的
団体となり,国の政策立案に加わって行政事務を委譲された公的団体としての
性格をもつに至る。これと併行して,配給統制機関である日鋼販,第二鋼販,
日管販の3社は,「鉄鋼販売統制会社(鉄鋼販)」に統合される。敗戦直前の1945
年 7月,鉄鋼の統制団体はすべて「鉄鋼統制会」に吸収統轄されて敗戦を迎え
た(37)。
戦後,「鉄鋼統制会」が解散されるに伴って作られた民間団体としての「日本
鉄鋼協議会」は,15ヵ月で解散を余儀なくされた。しかし,鉄不足のなかにあっ
37)同上、21～26ペー ジ。
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図7 戦時統制化の鉄鋼流通機構
a)昭和 12～14年の統制機構  b)昭和 15,16年統制機構
出所 :『鋼材倶楽部二十五年史』鋼材倶楽部 1972年 24ページ
て需給調整がぜひとも必要とされたため,1947年6月に,メー カーの団体であ
る「日本鉄鋼連絡会」(「日本鉄鋼協議会」の後身で1947年10月以降は「日本
鉄鋼連絡会」,1948年11月には「日本鉄鋼連盟」となる)と問屋の団体である
「全国鉄鋼問屋組合」(「全国鉄鋼指定問屋組合」の後身)とによって,「鋼材懇
話会」が結成されて需給連携業務に携わることになる (図8)。「鋼材懇話会」
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?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
合
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
指 定 間 屋
約 店特
般  実  需
(大口) (小口 )
日本鉄鋼連合会
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
特  約  店
般 実 需
(1 日ヽ )(大口)
96 名古屋学院大学研究年報
図8 『鋼材懇和会』の需給連繋業務系統図
発注引当
発注
(切符)
出所 :『鋼材倶楽部二十五年史』鋼材倶楽部 1972年 29ページ
は旧「日本鉄鋼協議会・需給部」の機能を受け継ぐものであった(38)。
その後まもなく,1947年12月には独立した団体として「鋼材倶楽部」が設立
された,「鋼材懇話会」の仕事を引き継ぐことになるが,鉄鋼メーカー及び間屋
を構成員とする特異な形態はそのまま残され今日に及んでいる。「メーカーおよ
び商社 (間屋)の両者をメンバーとする業界団体は,諸外国はもちろん,国内
の他の業界にも例をみない」ものとされている(39)。
戦後に制定された独占禁止法の下で,「業界がカルテル的な価格安定策を講じ
ることは許されないことになり」,それへの注意深い考慮をしながら,親睦団体
あるいは調査団体,意見を具申する団体という名目でもって業界のネットワー
ク機関として,「鋼材倶楽部」が設立された。そこに至る動機について,稲山嘉
寛氏の次の発言は興味深ぃ(40)。
「鋼材倶楽部発足時のことをふり返ってみても,お互いがばらばらではいけ
ないから, なにか結びつきの会を作ろうじゃないかということで,われわれ一
38)同上、29ペー ジ。
39)同上、 3ページ。
40)同上、 3～4ペー ジ。
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種の郷愁を感じながら,片方では生産団体の日本鉄鋼連盟, また他方では鋼材
倶楽部を設立し, メーカーの販売関係者を中心に商社のかたがたも含め,市場
安定のよすがにしようということで発足させた…。しかしカルテル行為はいけ
ないということだったから,その定款も単なる親睦団体,あるいは調査団体,
意見を具申する団体,というようなことだけが揚げられた。」(「鋼材倶楽部20年
の回顧と展望」座談会)
② 「鋼材倶楽部」の機能の拡充・再編プロセス
1949年以降に実施されたドッジ政策によって,鉄鋼は売手市場から買手市場
に一変し,1950年に補給金の廃止とともに配給統制,公的価格は撤廃され,13
年ぶりに自由商品となり,同年に日本製鉄も八幡製鉄・富士製鉄の両社に分割
されることとなった。
新しい環境下では,鉄鋼も「造る苦労より売る苦労」という状態になり,市
場の開拓がにわかにクローズアップされ,1953年に需要開拓委員会 (後の「市
場開拓委員会」及び「宣伝委員会」)が発足する。当委員会は,鉄鋼需要の開拓
ないし宣伝の分野で図9にみるように幅広い活動を行ない,当倶楽部の事業活
動のなかでも最も重要な比重を占めるようになる。日常業務面では,市場調査,
需要予測,資料・統計類の整備といった機能も拡充されていく。
「鋼材倶楽部」の活動の一つとして忘れてならないのは,「その分身ともいう
べき日本鉄鋼輸出組合」(41)の設立である。「鋼材倶楽部」とほぼ同一のメンバー
によって,1953年に「日本鉄鋼輸出組合」が結成された。「輸出取引法」(後の
「輸出入取引法」)に基づ く同組合の活動については独占禁止法の適用が緩やか
であったが,同組合は法的根拠を異にするため,形式的には当倶楽部とは別個
の事業者団体となったのである。
1961年には旧「鋼材懇話会」とほとんど同時に発足した「銑鉄懇話会」を吸
収合併し,業務内容が銑鉄にまで及ぶことになり,「銑鉄需給委員会」が作られ
た。
41)稲山嘉寛『わたしの鉄鋼昭和史』東洋経済新報社 1986年、84～85ペー ジ。
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当倶楽部の創立当時の規約には,「会員相互の親睦及び意見の交換」が業務の
第一に掲げられており,現在の定款でも「会員相互の親睦を図ることを目的と
する」とうたわれている。1949年に情報交換の場として発足した理事小委員会
は,その後「木曜会」と名付けられ,1972年まで通算480回催されるなど情報
交換と親睦の場となってきた。
1966年に,会員各社の出資により24億円の資金を投入して建設された「鉄鋼
会館」は,「業界団体が持つ単独の建物としては他にあまり類例をみないもの」
といわれ,株式会社として運営されて当倶楽部の物理的なセンターとなってい
る。1968年には「アイアン・クラブ」が設立され,当倶楽部の持つ親睦的機能
は大幅にそれに委譲され,かつ一層の充実をみるようになる(42)。
こうして,会員相互間の「融和,意思の疎通」に関しては,当倶楽部の機能
のなかにハー ド,ソフトのいずれも確立し,「鉄鋼業界はその方面では伝統的に
独特の雰囲気をもっている」(43)とさぇぃわれるに至る。
鉄鋼メーカーと商社が,一体となって「ナニワ節的」ともいえる強い結合関
係を作っている状況については,次の発言にうかがわれる。
「鉄の業界ほどメーカーと商社が一体となって結ばれているところはない。
古い言葉でいえばナニワ節的,新しい表現をすれば血の通った業界というか,
こういうのはほかにはありませんよ。メーカーと流通関係の商社,問屋などが
うって一九となり, こういう大きな組織を作り, また立派な会館を持っている
などということは,他の業界にはみられませんね。」(44)
なお,「ナニワ節的なところ」は,絶大な勢力のあった旧官営製鉄の指定商社
制(45)とぃうものの流れを汲んでいる。それゆえ,「親子子分であり,仁義の世界
的な雰囲気」すらもっているといわれる(46)。
1950年に日本製鉄が八幡製鉄,富士製鉄の2社に分割され,1953年の川鉄・
千葉の第1高炉の火入れを皮切りに後続3社 (川鉄,住金,神鋼)が高炉に進
42)鋼材倶楽部編 前掲書 (『鋼材倶楽部二十五年史』)6～7ペー ジ。
43)同上、 7ページ。
44)同上、413ページ。
45)「指定商社制」については、稲山嘉寛 (前掲書、20～28ペー ジ)を参照。
46)鋼材倶楽部編 前掲書 (「鋼材倶楽部二十五年史』)414ページ。
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出する。こうした局面下で,第2次合理化計画と鉄鋼需要の急伸長を背景に,
鉄鋼各社間の競争は激烈なものとなり,1957,58年の不況が契機となって「公
開販売制度」が発足した。
これは,通産省の公表した「鉄鋼市況対策要綱」に基づき,市場性の強い鋼
材の特定品種を対象に行政指導によって生産量を抑制し, メーカー別・品種別
販売数量及び販売価格を参加メーカーが一堂に会した公開の席で売り出すとい
うものである(47)。
本制度の生みの親は稲山嘉寛氏といわれており,戦前の「共販組合」をモデ
ルとしたものである(48)。本制度の発足とともに,当倶楽部はその事務処理を通
産省より委託された。「鉄鋼市況対策要綱」に基づ く「市況対策委員会」(委員
長は通産省重工業局長)及び公開販売の運営は,実質的に当倶楽部に委ねられ,
「外部からは一見当倶楽部の機能の一部のごとくみられるようになった」ので
ある(49)。
公販制度や鉄鋼輸出組合と「鋼材倶楽部」の関係について,稲山氏の次の指
摘が注目される。「母体としての鋼材倶楽部があったがゆえに,輸出組合も公販
制度もうまく機能したといえる」(50)。まさに,鉄鋼の販売分野における業界団
体の統括的なセンターとしての機能を,当倶楽部が担っていたことが浮かび上
がってくる。
「公開販売制度」は,1960年以降「安定公開販売制度」に模様替えされ価格
安定のための恒常的対策としての性格を付与されることになるが,公正取引委
員会の疑義などもあり,需給及び価格安定のための実質的な効力は著しく減退
する。
しかしながら,一時期とはいえ,公開販売の公的機能を運営を委託されたこ
とは,当倶楽部の地盤を補強するうえで重要なテコとなった。
戦後は,鉄鋼需要の拡張が図られる中で,新需要の開発ということが重要な
課題となった。さらに,当時,政府によって取り上げられていた森林資源枯渇
47)鋼材倶楽部編 『鋼材倶楽部三十五年史』鋼材倶楽部 1982年、
48)鋼材倶楽部編 前掲書 (『鋼材倶楽部二十五年史』)7ページ。
49)鋼材倶楽部編 前掲書 (『鋼材倶楽部三十―五年史』)5ページ。
50)同上、86ペー ジ。
5ペー ジ。
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対策としての木材資源の代替化に当倶楽部が協力することになり,1957年,当
倶楽部のなかに「需要開発委員会」が設置された。この方面の活動は年々拡充
され,当倶楽部の全事業中に占める比重が一時は40～50%に達するに至る(51)。
1955年には調査,建築,宣伝の3専門委員会が設けられた。さらに,建設省,
建築業界などの協力を得て,当倶楽部を母体とする「日本軽量界協会」が設立
され,軽量鉄骨建築の普及に大きく貢献し,1968年にその使命を果たして解散
した。
「需要開拓委員会」は,1956年に委員会組織の前面改正に伴い「市場開拓委
員会」に改称されるとともに,「宣伝委員会」が1975年に「国内PR委員会」に
改称された。「国内PR委員会」の活動は,一般大衆ならびに青少年を対象とす
る鉄鋼業に関する啓蒙活動から,近年は直接鉄鋼需要の拡大に結びつ〈利用促
進活動に重点がシフトしている。とりわけ,図9にみるようなネットワークを
図9 市場開発における鋼材倶楽部を中心とした協力関係図
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51)鋼材倶楽部編 前掲書 (『鋼材倶楽部二十五年史』)9ページ。
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利用しながら,裾野の広い鉄鋼需要を刺激することを目的にする都市開発促進
活動を最重点項目として強力に推進してきた。
市場開拓ならびに宣伝に関する諸活動を,鉄鋼のような生産財の業界団体が
行うようになったことの意義について,次のように自己評価 している。「画期的
な意味を持つものであり,当倶楽部は以前の業界団体にはまったくみられなかっ
た分野にその機能を拡充し,定着させるに至ったことは注目に値しよう」(52)。
「鋼材倶楽部」は,通産省から事務の委託を受けている公開販売制度や「全
国小棒懇談会」,「鉄鋼流通問題懇談会」,高炉や電炉メーカー,商社,諸特約店
などを含む業界の横断的組織についても,事務局業務を担当する(53)など,販売
領域における業界協調のセンターとしての機能を発揮してきた。
「鋼材倶楽部」の果たした役割として近年に注目されるのは,都市開発を中心
に大規模な鉄鋼市場開拓を狙いとして,「日本プロジェクト産業協議会」を発足さ
せ発展させてきたことである。従来の業界団体としての枠組みを超えたもので
あり,異業種にまたがる横断的な大型プロジェクト推進の組織となっている。
③ 日本鉄鋼輸出組合
輸出振興と輸出秩序の回復を目的にし私的独占法の適用除外を定めた輸出取
引法(1953年に輸出入取引法になる)が,1952年に公布された。これに基づき,
「日本鉄鋼輸出組合」が1953年に設立された。同組合は「鉄鋼業界の輸出業務
を代表する立場にある」(54)と位置付けられている。
当初の会員会社は,鉄鋼メーカー27社,及び商社41社の計68社で,「鋼材倶
楽部」の主要会員ともほぼ一致している。事務局職員は原則として両団体兼務
となっており,業務面でも両団体は弾力的に相互関連性を持たせながら運営さ
れ,「実質的にはいわば当倶楽部の輸出部門ともいうべき性格を持つもの」であ
る(55)。
1953年末までには鉄鋼を含む34の輸出組合が発足しているが,鉄鋼輸出組合
52)同上、10ページ。
53)鋼材倶楽部編 前掲書
54)鋼材倶楽部編 前掲書
55)同上、10ページ。
(『鋼材倶楽部三十五年史』)28ページ。
(『鋼材倶楽部二十五年史』)11ページ。
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は二つの大きな特色をもってスター トした(56)。
一つは,鋼材倶楽部を設立母体としたことである。政府から輸出組合構想に
ついて打診を受けたとき,鋼材倶楽部の「貿易委員会」が検討にあたった。輸
出組合設立とともに,それまで鋼材倶楽部の行なっていた輸出関係業務を輸出
組合が継承し,事務局職員も両団体の業務を兼務することになる。
二つは,商社とともに鉄鋼メーカーも輸出組合に参加したことである。一般
的には,輸出組合の構成員は狭義の輸出業務に限定されており, メーカーの参
加は当初,独禁法上疑義ありとされたが,鉄鋼業界独特のメーカー,商社慣行
等について政府側の理解をえて構成されたものである。
1954年には,海外市場開拓のため「海外宣伝特別委員会」(現在の「海外PR
委員会」)を設置した。
一方,1954年施行の海上運賃法により各主要定期航路の契約運賃同盟の結成
が進み,運賃率が一方的に引き上げられる中で,当組合に「運賃折衝委員会」
を設置し,運賃折衝や実情調査,基礎研究が進められた。輸出拡大につれて船
腹確保,付帯条件の改善などが折衝の主要テーマとなり,適性運賃や船腹確保,
正確なディリバ リー やサービス面などにおいて,鉄鋼の輸出競争力維持に大き
く貢献していく。
1954年に政府は,閣議決定により輸出推進組織として最高輸出会議及び11の
産業別輸出会議を設置した。「鉄鋼輸出会議」は普通鋼,亜鉛鉄板,線材製品,
特殊鋼,フェロアロイの5つの部会をもって構成され,当組合は「鉄鋼輸出会
議」と「普通鋼部会」の事務局を委嘱される。「輸出会議」は,1962年の輸出会
議令で正式の審議会となり,1970年に輸出入を含めた「貿易会議」に改称され
る(57)。
米国の鉄鋼輸入制限キャンペーンが強まる中で,それに対応すべく1960年に
(「海外宣伝委員会」を改組して)「海外広報宣伝委員会」を設立する(58)。また,
1976年には海外市場の短期的,動態的な把握を目的に「輸出市場調査委員会」
56)日本鉄鋼輸出組合編『日本鉄鋼輸出組合二十年史』日本鉄鋼輸出組合 1984年、 2ペー
?
?
?
?
?
。
?
?
??
?
?
?
? ??
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が設立される(59)。
70年代後半に入って,先進国間の鉄鋼貿易摩擦など市場問題が頻発する状況
になるに伴い,1978年に「輸出市場対策委員会」が正式に発足した(60)。こぅし
て現在では,図10にみるように9委員会で構成される機能をもつに至っている。
(3)日本鉄鋼協会
① 日本鉄鋼協会創立の経緯と趣旨
今日, 日本の鉄鋼技術が世界でも最高水準に到達した背景には,産業政策を
通じての政府のバックアップや鉄鋼各社の積極的な技術開発戦略があるととも
に,「官界,業界,学会の三者が一体となって推進され」てきた共同研究や技術
交流の成果に負うところが少なくない。これは,「他の業界ないし学会ではほと
んどみられぬところ」であり(61), 日本鉄鋼業における技術発展のプロセスが日
本産業のなかでも特異な位置にあることを示すものといえよう。こうした鉄鋼
関係の技術交流や共同研究の推進組織として, またまとめ役として中核的な機
能を果たしてきたのが,「日本鉄鋼協会」である。
「日本鉄鋼協会」は, 日本鉄鋼業の技術関係の業界組織に他ならない。鉄鋼
協会の歴代の会長職の人脈は,表4にみるように戦後においては,大手鉄鋼メー
カーの技術系経営者の間で引き継がれてきている。なお,鉄鋼協会は他面から
みると,大学や関連業界の研究者,技術者も参加する学会としての機能も有し
ているため,業界団体とみなされない見方もある。鉄鋼協会の内部 (1961年の
「企画委員会」)においても,「学会か協会か」ということが議論され,「現場で
鉄鋼生産に挺身する人にも,資材・営業部門の人にも,ひろく利用してもらえ
る」方向が再確認されている(62)。さらには,単なる「協会」にとどまらず,鉄
鋼業界の技術交流や技術開発のあり方や方向付けに大きな影響を与え,国の政
59)同上、18ペー ジ。
60)同上、19ページ。
61)山岡武「戦後わが国における鉄鋼技術共同研究について」『鉄と鋼』第49年(1963年)
第7号。
62)日本鉄鋼協会編『創立70周年記念 日本鉄鋼協会史』日本鉄鋼協会 1985年、187ペー
ジ。
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図10 日本鉄鋼輸出組合の組織図 (1984年3月 )
(1984年3月)
総 会
出所 :『日本鉄鋼輸出組合30年史』日本鉄鋼輸出組合 1984年 39ページ
策的支援を呼び込んだり,業界の統合,技術面での協調に大きな力となってき
た点などにおいて, まさに業界団体と捉えることができる。
鉄鋼協会における学会的性格は,「日本鉄鋼協会」の成立史に濃厚にみられる。
1879年(明治12年)に設立された「工学会」は, 日本における工学に関する学
会の起源とされており,その後,各専門分化別の学会がつくられていく。その
最初に,「日本鉱業会」が採鉱冶金学関係の学会として,1885年(明治18年)
に設立された。
やがて,「日本鉱業会」の一部門であった鉄鋼を分離し,新たに一つの協会と
して組織すべく,野呂景義,今泉嘉一郎ら5人が主唱者になって,1915年(大
正4年)に「日本鉄鋼協会」が創立された。創立懇意書には,「日本鉄鋼協会を
設立し斯業に関する学術経済その他一切の問題を研究し以てその発展に資せん
とす」とある(“)。 鉄鋼の科学と技術の連携のみならず,経済の問題をも追及す
63)日本鉄鋼協会「日本鉄鋼協会50年の歩み」『鉄と鋼』第51年(1965年)第8号 39ペー
ジ。
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田中 清治
伊藤 隆吉
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角野 尚徳
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浅田 長平
三島 徳七*
湯川 正夫
佐野 幸吉
藤本 一郎
的場 幸雄
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作井 誠大
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(大正5年3月～大正7年3月)
(大正7年3月～大正9年3月)
(大正9年3月～大正11年3月)
(大正11年3月～大正13年3月)
(大正13年3月～大正15年3月)
(大正15年3月～昭和3年3月)
(昭和3年3月～昭和5年3月)
(昭和5年3月～昭和7年4月)
(昭和7年4月～昭和9年4月)
(昭和9年4月～昭和11年1月)
(昭和11年4月～昭和13年4月)
(昭和13年4月～昭和15年4月)
(昭和15年4月～昭和17年4月)
(昭和17年4月～昭和19年4月)
(昭和19年4月～昭和21年4月)
(昭和21年4月～昭和23年4月)
(昭和23年4月～昭和25年4月)
(昭和25年4月～昭和27年4月)
(昭和27年4月～昭和29年4月)
(昭和29年4月～昭和31年4月)
(昭和31年4月～昭和33年4月)
(昭和33年4月～昭和35年4月)
(昭和35年4月～昭和37年4月)
(昭和37年4月～昭和39年4月)
(昭和39年4月～昭和41年4月)
(昭和41年4月～昭和43年4月)
(昭和43年4月～昭和45年4月)
(昭和45年4月～昭和47年4月)
(昭和47年4月～昭和49年4月)
(昭和49年4月～昭和51年4月)
(昭和51年4月～昭和53年4月)
(昭和53年4月～昭和55年4月)
(昭和55年4月～昭和57年4月)
(昭和57年4月～昭和59年4月)
(昭和59年4月～昭和60年現在)
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表4 日本鉄鋼協会の歴代会長
(注)|」本鉄鋼協会編『創立70周年記念 日本鉄鋼協会史』に基づ く。
*印は、再任。職位は明記されていないため外した。
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ることを主 目的 とした学会 として設立 されたことが うかがえる。
② 日本鉄鋼協会の機能の拡充・再編プロセス
「学理と実業」の連携の理念は,表5にみるように1926年(大正15年)の
研究部会の設置 (製銑,製鋼,鋼材,鋳物,鉄鋼科学の5部会構成)に具体化
され,さらに今日の共同研究会へと続いている(“)。 第1回の研究部会は,1926
年に八幡での製銑部会に始まり, これが「共同研究のはしり」となる。続いて,
1927年に第1回の製鋼部会,1928年には第1回の鋳物部会,鉄鋼科学部会が開
かれた。やや遅れて,1935には第1回の鋼材部会が開かれ,民間各工場のほか
陸海軍工廠からも参加をみている(65)。
戦時期においては,政府関係 (商工省,後に軍需省)と鉄鋼統制会の中にも,
鉄鋼に関する研究部会が設けられ, 3社並行して研究が行なわれた。また,俵
国一博士の指導によって, 日本学術振興会内に第19(製鋼)および第54(製銑)
小委員会などが組織された(66)。
戦後も,「日本鉄鋼協会」,商工省 (軍需省),及び「日本鉄鋼会」 (「日本鉄鋼
統制会」の後身)の3者により,それぞれ独自の研究が続けられた。
戦後直後,鉄鋼協会内に大学と各会社から約30名を委員として徴し鉄鋼対策
技術委員会が組織された (委員長は日本製鉄・技術部長)。 この委員会で日本鉄
鋼業の復興対策が検討され,その対策の一つとして,研究部会を整理し類似の
研究部会は統合することが提唱された(67)。1948年には,商工省,「日本鉄鋼会」,
「日本鉄鋼協会」の3者によって「鉄鋼技術連絡研究会」が組織され,官界,
業界,学会の3者が一体となって鉄鋼技術の共同研究調査を進めるという体制
の基ができた。1954年には, 3者(通産省重工業局,「日本鉄鋼連盟」,「日本鉄
鋼協会」)共催による「鉄鋼技術共同研究会」に再組織された。「官庁・各社の
64)日本鉄鋼協会編『創立70周年記念 日本鉄鋼協会史』日本鉄鋼協会 1985年、175ペー
ジ。
65)山岡武「戦後わが国における鉄鋼技術共同研究について」『鉄と鋼』第49年(1963年)
第7号。
66)同上、50ペー ジ。
67)同上、50ペー ジ。
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表5 鉄鋼研究部会の変遷
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1 日本鉄鋼協会創立 大正4年 (1915)
II 日本鉄鋼協会研究部会発足 大正15年(1926)
.銑 鉄 部 会
.製 鋼 部 会
.鋼 材 部 会
.鋳 物 部 会
.鉄鋼 科 学 部 会
.耐火 煉 瓦 部 会 (その後中止)
.潤 滑 部 会 (その後中止)
(注)*は大正15年後
III 鉄鋼技術研究連絡会発足 昭和23年(1948)
(日本鉄鋼協会、商工省鉱山局、日本鉄鋼会)
1.銑鉄 部 会
2.製鋼 部 会
3.特殊 鋼 部 会
4.鋼材 部 会
5.鋳 物 部 会 (その後中止)
6.鉄鋼 科 学 部 会 (その後中止)
7.燃料 電 力 部 会 (その後中止)
8.鉄鋼二次製品部会 (その後中止)
*9.熱経済技術部会
*10。鉄鋼品質管理部会
(注)*は昭和23年後新設
Ⅳ 鉄鋼技術共同研究会発足 昭和29年(1954)
(日本鉄鋼協会、通産省、重工業局、日本鉄鋼連盟)
熱経済技術部会
品質管理部会
調査部会
*8。新技術開発部会
*9.鉄鋼分析 部会
*10。計 浪1 部 会
*11.ラテ イト研究部会
(注)*は昭和29年後新設
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
??
?
?
?
?
?
?
?
?
出所 :『鉄と鋼』第49年(1963年)第7号
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俊英が全業界的の広い見地から所管技術を討議する」共同研究会は,やがて協
会の拡大強化に伴い,1963年に協会の所管に移される。「日本鉄鋼協会共同研究
会」として,政府・業界との緊密な連係を保ちつつ, さらに強力な活動が推進
されていく(68)。「鉄鋼技術共同研究会」の発足当時は製銑部会以下 7部会であっ
たが,その後漸次して増加して,表6にみるように1965年には14部会 (及び
18分科会),1985年には18部会(及び18分科会)になっている。その内,1966
年には製鉄機械の国産化およびより優れた設備技術の開発を目的として「設備
技術部会」が発足しているが,そこには鉄鋼メーカーの他にプラントメーカー
も参加 しており,関連業界にもまたがっていることがうかがえる。
1962年には,事務局を統率する新 しいポス トとしてつ くった専務理事に,通
産省より招聘 した田畑新太郎氏が就任した。技術スタッフの増強を図るために,
大手 6社より1人ずつ若手の優秀な技術者を派遣し,協会技術部において共同
研究会各部会の実務にあたることになった。これによって,共同研究会が充実
するとともに,各社技術部と当協会 との連携の緊密化がはかられた(69)。
各部会では,関係者が一堂に会し,各社各作業所の操業状況や実験結果を検
討協議する。また,その時々の主要な技術問題など共通の議題を選び,それら
を中心に数回にわたって討議を重ねるなど,共同の調査研究を進めている。各
部会,分科会は,主要鉄鋼会社及び関連会社より選出された20～60名の委員を
もって構成されており,委員数は1965年時点において800名を越えている。
その研究成果は,会誌『鉄 と鋼』に掲載され,毎年数回発行する臨時増刊号
や随時出版する単行図書にまとめられている。その他,春秋 2期の講演大会に
際しては,共同研究部会報告会を開き,各部会の研究状況を報告している(70)。
共同研究会の会長には鉄鋼協会会長があたるが,その運営委員会は協会会長,
通産省基礎産業局長, 日本鉄鋼連盟専務理事,協会専務理事及び幹事長,研究
委員会委員長,各部会長で構成されている(71)。政府・業界の緊密なネットワー
68)日本鉄鋼協会編『創立70周年記念 日本鉄鋼協会史』185ページ。
69)同上、188ページ。
70)日本鉄鋼協会「日本鉄鋼協会50年の歩み」『鉄と鋼』第51年(1965年)第8号、56～57
ページ。
71)日本鉄鋼協会編『創立70周年記念 日本鉄鋼協会史』72ペー ジ。
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表6 日本鉄鋼協会共同研究会組織表
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昭和38年1月 昭和60年3月
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
圧延理論分科会
分 塊 分 科 会
厚 板 分 科 会
薄 板 分 科 会
中小形分科会
線 材 分 科 会
帯 鋼 分 科 会
鋼 管 分 科 会
特 殊 鋼 部 会
熱経済技術部会
計 浪1 部 会
絆 量 分 科 会
品質管理部会
統 計 分 科 会
OR分科 会
調 査 部 会
新技術開発部会
真空冶金分科会
直接還元分科会
鉄鋼分析 部会
鉄鉱石分析分科会
発光分光分析分科会
螢光X線分析分科会
ラテライト研究部会
鋼 質 分 科 会
原子力研究部会
製 銑 部 会
コークス部会
製 鋼 部 会
鋳 型 分 科 会
電 気 炉 部 会
圧延理論部会
鋼 板 部 会
分 塊 分 科 会
厚 板 分 科 会
ホットストリッフ粉・不斗会
コー ルドストリップ分科会
条 鋼 部 会
大 形 分 科 会
中小形 分科 会
線材分科会
鋼 管 部 会
継目無管分科会
溶接管分科会
特 殊 鋼 部 会
熱経済技術部会
計 '則 部 会
運 輸 部 会
品質管理部会
調 査 部 会
鉄鋼分析 部会
化学分析分科会
機器分析分科会
鋼中非金属介在物分析小委員会
表面分析小委員会
設備技 術部会
銑鋼設備分科会
圧延設備分科会
電気設備分科会
耐 火 物 部 会
原 子 力 部 会
日召和38:年11月
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圧延理論分科会
鋼 板 部 会
分 塊 分 科 会
厚 板 分 科 会
ス トリップ分科会
条 鋼 部 会
大 形 分 科 会
中小形分科会
線 材 分 科 会
鋼 管 部 会
継目無管分科会
溶接管分科会
特 殊 鋼 部 会
熱経済技術部会
計 測 部 会
絆 量 分 科 会
品質管 理部会
調 査 部 会
酸洗廃液分科会
新技術開発部会
直接還元法分科会
真空冶金分科会
鉄鋼分析部会
鉄鋼石分析分科会
発光分光分析分科会
螢光X線分析分科会
ラテライト研究部会
鋼質研究分科会
原子力研究部会
出所 :『創立70周年記念・日本鉄鋼協会史』日本鉄鋼協会 1985年
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ク, また鉄鋼連盟 との連携の強さが,そこにも垣間見られる。
なお,鉄鋼の基礎に関する研究については,大学,研究所がそれぞれ単独に
進めることが多く,研究の重複や情報 。意見交換の不足が否めない状態にあっ
た。そこで,鉄鋼の基礎共同研究体制を確立すべ く,1963年に日本鉄鋼協会,
日本金属学会, 日本学術振興会が共同で「鉄鋼基礎共同研究会」を設置した。
1965年に本会規定が制定されるとともに5研究グループが発足し,これらが部
会となり,共同研究体制の基盤を築いた後,現在までに,22の部会が結成され
ている (表7)。各部会は,部会員及び委員 (大学ならびに公的研究機関所属の
研究員及び企業所属の専門家)で構成されている。構成員の年令は内規により
50才以下とされ,活動機関は5年以内で,研究成果は報告書として発行すると
ともに,シンポジウム,討論会などを開催 し,広く部会外の研究者,技術者と
の意見交換をはかっている(72)。
以上にみるように,鉄鋼協会は,鉄鋼に関する学会としての性格をもって創
立されたが,戦時下において政府や鉄鋼統制会のなかでつ くられた研究会が戦
後にも継承され,戦後この3者が鉄鋼協会内の共同研究会として統合されるな
かで,技術に関する業界団体 としての性格を強めて今日に至っている。共同研
究会の運営には,今日もなお通産省,鉄鋼連盟が参画していることにもそれが
示されている。
鉄鋼協会の主要行事 となっている春秋講演大会での総講演数は,図11にみる
ように,1970年代以降にむしろ急増している。1979年に1000件を越え,1985
年には1722件にのぼっており,日本の鉄鋼技術者の技術開発意欲と活動の高さ
を雄弁に物語っている。共同研究会は,「業界を中心とする技術交流・相互研鑽
の場」となり,「技術の進歩を促す対話・討論の場」となってきた。「とくに,
若い世代の技術者にとっては研鑽の場」としての意義をもち,層の厚い技術者
の養成に果たしてきた役割はきわめて大きく,「技術革新の温床」となっている(73)。
こうした鉄鋼業界を中心とする密接な共同研究・技術交流の伝統やネットワー
クは,造船・自動車 。電機産業などの主要ユーザーとの企業間あるいは業界間
72)同上、101ページ。
73)『鉄と鋼」1985年第1号 1ページ、および同誌 1986年第1号 1ページ。
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図11 鉄鋼協会議演大会での総購波数およびこれに占める大手5社の比率の推移
総講演数 1200
1000
800
大手5社比率
昭和51 52  53 54
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出所 :科学技術庁編『金属情報』1983年 129ページ
の共同研究や技術交流を推進させる温床としても重要な役割を果たしてきた(74)。
(4)その他
① 海外製鉄原料委員会
日本鉄鋼業の原料関係の業界組織としては「海外製鉄原料委員会」があり,
高炉メーカーの「原料問題についての集まり」の場(75),「協調,総合対策の場」(76)
として重要な役割を果たしてきた。
朝鮮戦争を契機とするフレート価格の暴騰, 日本鉄鋼業の急激な発展に伴う
輸入鉄鉱石の急増とその長距離化, さらに商社のスポットもの買い集めによる
F.0.B(Free on Board:本船積込渡し)価格の騰貴というような事態に直面
し,高炉メーカーは将来の鉄鉱石確保に迫られた。
そこで,業界として製鉄原料とくに鉄鉱石,石炭などの長期低廉安定確保の
74)十名直喜「第二次大戦後における日本鉄鋼業の技術開発体制一日本型鉄鋼技術カルテル
と技術水準の評価―」「産業学会研究年報 第4号』1989年。
75)飯田賢―・大橋周治・黒岩俊郎編『現代日本産業発達史 (Ⅳ)鉄鋼』交詢社、1969年、
523ページ。
76)山澤逸平・池間誠編『資源貿易の経済学』文員堂 1981年、171ページ。
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ための諸問題に関する総合的な調査 。研究機関の設立が必要であるとの結論に
達し,1952年12月,八幡製鉄・渡辺義介社長を委員長に,「海外製鉄原料委員
会」が発足する(77)。
会員は,八幡製鉄・富士製鉄。日本鋼管の3社,委員は3社の社長,副社長,
原料担当常務で構成され,事務局長には,元商工省 (資源調査次長)の渡辺誠
氏が就任した。その後, メンバーには川崎製鉄,住友金属,中山製鋼,尼崎製
鉄が加わり, さらに遅れて大阪製鉄 (1961年), 日新製鋼 (1962年)も加入し
た。なお,1965年に神戸と尼鉄が合併して神戸製鋼となり,1970には八幡と富
士の合併で新日鉄になり,1977に大阪製鋼など3社の合併によって合同製鉄が
誕生する。その結果,「海外製鉄原料委員会」メンバーは,新日鉄, 日本鋼管,
川鉄,住金,神鋼,中山, 日新,合同の8社となっている(78)。
「海外製鉄原料委員会」の主要な活動として,次の4点がある。
I 海外鉱山への投融資開発と供給力ならびに価格低廉化の調査研究
II 鉱石専用船の建造計画の検討ならびに政府関係機関への意見具申
III 外地における鉱石積込設備および港湾設備などの検討ならびに改善対策
審議
Ⅳ 主要地域または鉱山への調査団の編成と派遣ならびに対外折衝
「海外製鉄原料委員会」は, また「共同開発と共同買付けの思想で,商社の
自由契約による行き過ぎを是正」する役割をも担ってきた(79)。戦後の日本には,
国際的鉱山企業がなく,高炉メーカーはキャプテイブ・マイン (自社鉱山)を
もつ余力もなかった。このような条件下で,表8にみるような欧米企業型のキャ
プティブ 。マイン方式を採らずに,主要高炉メーカーと商社による共同購入方
式と長期契約方式という日本独自の原料入手方式が編み出された(80)。その推進
の場ともなったのが「海外製鉄原料委員会」である。
海外鉄鋼資源の開発における日本政府と商社,鉄鋼メーカーの役割は,図12
77)田部二郎『鉄鋼原料論』ダイヤモンド社 1963年、314ページ、および飯田賢― 。大橋
周治・黒岩俊郎編 前掲書 517ページ。
78)田部二郎『日本鉄鋼原料史 (上巻)鉄鉱石編』産業新聞社 1982年、28ページ。
79)田部二郎 前掲書 (『鉄鋼原料論』)314～315ページ。
80)山澤逸平・池間誠編 前掲書、171ページ。
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図12 鉄鉱山開発における 日本政府・商社・製鉄企業の役割
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表0 主要国の鉄鉱石供給ソース別比較
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(%)
国米
キャプティプ 。マイン
米国製鉄企業
国営鉱山企業
多国籍鉱山企業
その他
ハ、 計
出所 :EurOpean News Agency,IrOn ore and Europe 1978,C)ctober
山澤逸平・池間誠編『資源貿易の経済学』文真堂 1981年
に示されている。ある1～2の商社が有望な鉄鉱石や石炭の鉱山を見付け,鉱
山企業に交渉したり開発段階から参加し, 日本国内の「海外製鉄原料委員会」
・主要高炉メーカーに企画を持ち込み, 日本の高炉メーカーの共同購入契約に
持ち込む。当該鉱山については,その商社が幹事となり,他の商社にも輸入代
行者として参加を求める(81)。なお,鉱山開発や輸入契約にあたって, 日本政府
による政策金融の役割は決して小さくない。海外経済協力基金や輸出入銀行に
よる海外投融資金融や資源輸入金融に加えて,通産省による海外投資保険や,
資源開発投資損失準備金制度があり,これらを媒介にして政府は資金面を中心
とする支援を鉄鋼メーカーに行なってきたのである(82)。
製鉄原料の輸入においては,輸送の長期安定および運賃の低廉を図る方式と
して,鉱石専用船による輸送があげられる。その開発にあたって,「海外製鉄原
料委員会」が重要な役割を果たした。鉱石専用船の建造問題については,1953
年 1月,「日本鉄鋼連盟」に臨時委員会が設けられ本格的に取り上げられること
になった(83)。「海外製鉄原料委員会」においても,1955年に「専用船の小委員会」
を設け,1956年には鉱石専用船の採用を正式に決定し運輸・通産両大臣に「鉱
81)同上、172ページ。
82)同上、184～185ページ。
83)日本鉄鋼協会編『原燃料からみたわが国製銑技術の歴史』日本鉄鋼協会 1984年、164ペー
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石専用船建造促進に関する陳情書」を提出して,その理解 と協力を求めた。
1958年,第14次計画造船において,高炉 7社と船会社 との共同出資による鉱
石専用船の建造を決定した。高炉 7社は,この建造資金の出資と船舶保有管理
のため,1958年に「日本鉱石輸送会社」(社長 :渡辺誠「海外製鉄原料委員会」
事務局長)を設立した。高炉7社が長期積荷保障を行なうことを条件に開銀よ
り融資を受け,それによって建造された船舶を船主と共同保有するというもの
である。14次建造船は,長期の積荷保障と適正運賃率の設定を,荷主と鉄鋼業
界が初めて明確にした本格的な鉱石専用船であった(84)。
こうして,海外製鉄原料の開発・輸入にあたっては,高炉メーカーが共同で
調査 。研究し,開発・購入するというシステムが出来上がり,そこに商社や船
会社等が加わり,政府も支援するという,製鉄原料をめぐる高炉メーカー・商
社・船会社・国家等にまたがる協調・連携が実現した。その推進の場として,
「海外製鉄原料委員会」が機能してきたのである。
② 日本プロジェクト産業協議会
鉄鋼の業界団体とはいえないが,「鋼材倶楽部」が中心になって組織し,鉄鋼
業界と密接な関係をもつ経済団体として,「日本プロジェクト産業協議会」があ
る。
「鋼材倶楽部」は1979年に都市開発問題に関して「日本土木工業会」と懇談
会を行ない,大型プロジェクト推進のため,鉄鋼,建設両業界を中心とする「大
型プロジェクト促進協議会」が発足する。さらに,同年これが母体 となって「日
本プロジェクト産業協議会 (Japan ProieCt―InduStry Council,略称JAPIC)
が,「鋼材倶楽部」,「日本土木工業協会」など鉄鋼,建設の6団体により設立さ
れるに至った。1980年には,セメント,建設機械の2業界の加入を得る(85)。さ
らに,1983年には,通産,I建設,運輸,国土の4省庁共管の社団法人になった。
業界団体 も8団体から,銀行・証券・保険 。自動車・電力・造船など主要業界
団体を網羅する21団体 (この中に「日本鉄鋼連盟」,「鋼材倶楽部」も含む)へ
84)田部二郎 前掲書 (『日本鉄鋼原料史 (上巻)鉄鉱石編』)243、246ページ。
85)JAPIC研究会編『JAPICの野望』新日本出版社 1986年、26ペー ジ。
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と飛躍的に増え,経済団体としての形をなすに至った(86)。
JAPICの事業内容は,情報。資料収集,調査研究,プロジェクトの企画,提
言,広報PR等の諸事業である。対象とするプロジェクトは,すでに政府諸機関
などで計画されているプロジェクトとともに,JAPIC独自のものを含み,都市
開発,ニュータウン・学研都市建設,地域整備,道路,空港,港湾整備,エネ
ルギー・水資源開発など,各分野にわたっている。
JAPICは,これらの事業を,広く学識経験者の強力を得,政府諸機関との情
報交換,地域住民との懇談を行ないつつ,加入業界各社から派遣された委員に
より, 6委員会,11研究会(1985年には図13にみるように11委員会,16研究
会に拡大)でもって推進している。JAPICの組織に常時協力,参画している人
数は延べ300人以上に達している(87)。
JAPICは,異種他産業にまたがる横断的な,民間の,全国的な組織であり,
プロジェクト推進組織としては「世界にも例をみない斬新でユニークな組織形
態」をとっている。すなわち,「内外に類例のない『業際』協力のユニークな団
体」であり,いわば「業際団体」,すなわち複数業界にまたがる業界団体, とい
える(88)。事務局は,鉄鋼会館内に開設され,設立当時の職員は鋼材倶楽部から
の出向職員でまかなうなど,(会長は斉藤英四郎新日鉄会長が就任していること
なども含めて)鋼材倶楽部の主導型の色彩が濃い。
4。 おわりに一 日本型鉄鋼システム再編の課題と方向一
以上,主要分野にまたがる業界協調,連携のネットワークについて,主要業
界団体の組織と機能を中心にみてきた。
原料,生産,技術,労働,販売などの各分野に業界団体やそれに準ずる委員
会が組織され,政府,業界,関連業界,大学などにまたがる協調,共同,連携
のネットワークが機能し,それが日本型鉄鋼システムとしての独自の型をつ く
86)鋼材倶楽部編 前掲書 (『鋼材倶楽部三十五年史』)237～238ページ。
87)同上、25ペー ジ。
88)同上、25～26、237ページ。
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図13 m日本プロジェクト産業協議会
(昭和60年5月末現在)
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出所 :「JAPIC」No 7、1985年6月号
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りだしているのである。
これらの業界団体は,鉄鋼業界における大手高炉メーカー間の協調連携の強
化にとどまらず,そこに政府 (通産省)も参画して政府の様々な支援と理解及
びそれに基づ く権威を可能にしている。さらに,商社との原料購買や製品販売
における緊密な連携,信頼関係は,大手高炉メーカーの市場支配の強化につな
がっている。また,建設,機械業界との協力関係, さらには大回のユーザーで
ある自動車や家電,造船業界との関係も製品の共同研究などを軸として展開し
てきた。一方,学会的性格をも併せ もつ鉄鋼協会では,他の関連学会をも巻き
込みつつ,大学や研究所との密接なパイプを作 り出してきたのである。
こうした主要分野にまたがる密接な連携,協調関係は,これまで日本鉄鋼業
の トー タルな内外競争力を高めるとともに,業界内さらには産業界における大
手高炉メーカーの支配と権威を高める方向に作用してきた。
しかしながら,こうした協調システムは,他方からみると,同種の原料を使
用し相互に類似した技術や労働によって同種の製品を生産し,同じような方法
で販売するという,経営の同質的構造をも生み出してきた。また,各社が同じ
ような問題意識や危機感などによってお互いに牽制しながら行動するという横
並びの意識や行動につながっている。さらに,激しい同質化競争は,鉄鋼の経
営資源を (採算を度外視した)過剰な品質・サービスや過剰な設備能力の投資
などに集中させる傾向を伴ってきた。そうした結果, 日本鉄鋼業における多様
性の追求,すなわち多様な技術や人材に基づいて各社特有の製品や生産プロセ
スを追究するという方向,には働かなくて,むしろそれを抑制する方向にも作
用してきたといえよう。
以上にみるような,強力な業界団体を軸とする官民結合型の協調ネットワー
ク,その下での同質化競争に基づ く大量生産のパラダイムは,図14からもうか
がえるように,内外の環境条件が変化するなかで根本的な再編成を追られてい
る。
第一に,鉄鋼の需要面,および技術革新の両面において,ダウンサイジング
化を中心とする新たな革新の波が押しよせていることである(89)。すなわち,鉄
89)吉川弘之監修。JCIP編『メイド・イン・ジャパン』ダイヤモンド社 1994
ペー ジ。
年、154～155
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図14 日本鉄鋼業の構造変化
〔1980年代～現代〕
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出所 :『鉄鋼界』 1993年 4月号
鋼市場の成熟化に伴い, 多品種・少量生産に鉄鋼需要がシフトしているため,
高炉方式のもつ規模の経済性を発揮 しにくくなっている。むしろ,同質性のダ
イナ ミズムがマイナスの要因として機能する側面も出てくるなど,その有効性
が大きく減殺してきている。さらに,電炉技術の進展など,安価な少量簡易生
産プロセスの出現によって,鉄鋼生産への新規参入が容易になり, コスト競争
が激化する傾向が生まれている。
第二に,アジアを中心とする鉄鋼中進国の台頭によって,一方ではアジアに
(ハー ド,エレク トロニクス等
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おける日本の製鉄原料購買独占の妙味が薄れてきていることである。また,他
方では円高による日本の鉄鋼メーカーのコスト競争力の低下も加わって,輸入
鋼材との競争が激化し,鋼材の内外価格差が拡大するなかで,大手ユーザーの
海外鋼材へのシフトの動きも一部にみられるなど,大手ユーザーと鉄鋼メーカー
との密接な連携が困難になりつつあることである。
第二に,高い鉄鋼専業比率や市場支配力のもとで機能してきた業界団体のネッ
トワークや通産省 (原局)との密接な関係は,多角化の追求や市場支配力の低
下など新 しい環境のもとで,従来のような機能を発揮しにくくなるとみられる。
第四に,若者の減少に加えて,理工系離れや製造業 (鉄鋼)離れの傾向によ
り,次第に優秀な人材の供給が困難になってきていることである。さらに,大
学の理工系分野における鉄鋼関連講座の減少や研究施設の弱体化などにより,
基礎研究面での支援機能が弱まってきている(9°)。
第五に,世界の トップに昇 りつめた日本鉄鋼業は,新たな技術体系や経営理
念などを自らの手で創造することを求められており, またその成否が日本鉄鋼
業の再生の鍵を握っていることである。
日本型鉄鋼システムにおいて,同質性のダイナミズムに基づ くキャッチアッ
プ型から多様性,異質な発想をも含む原型 (プロトタイプ)創出型システムヘ
いかに再編成するかが問われている。
90)『鉄鋼界』1993年4月号、 7ページ。
